
令和４年度からひきこもり支援センター職員やひきこもり支援
ステーション職員を対象とした初任者向けの研修を実施するが、
中堅職員や指導的な立場を担う支援者に対する研修がない。
このため、都道府県や指定都市のひきこもり地域支援センター

職員に対して、国が主体となって専門的な研修を実施する。
また、ひきこもり支援は長期間におよび、当事者が支援を拒否

することなど複雑化した介入困難事例も多い。支援者をフォロー
アップする仕組みとして、支援者が抱える悩みに寄り添うととも
に、課題解決に向けたアドバイスを行う。

○都道府県及び指定都市のひきこもり地域支援センターの
中堅職員や指導的な立場を担う支援者に対する専門的な研
修を実施。

○支援者が抱える悩みに寄り添うとともに、課題解決に向け
たアドバイスを行うため、支援者が悩みを相談できる 相
談窓口等を設置。

令和５年度概算要求額 百万円（－）※（）内は前年度当初予算額

ひきこもり支援従事者向けのスキルアップ研修・支援者支援事業（仮称）

３ 事業スキーム・実施主体等

１ 事業の目的 ２ 事業の概要

社会・援護局地域福祉課
（内線 ）

都道府県及び指定都市のひきこもり地域支援センター、ひきこ
もりステーション等において、中堅職員や指導的な立場を担う
支援者に対して、より複雑化・複合化した課題に対する実践的
な演習などを通じた支援者のスキルアップ、管内市町村や周辺
自治体に対する研修実施を担う指導者の育成を実施

支援者をフォローアップする仕組みとして、ピアサ
ポーター等の力も活用した、支援者が悩みを相談でき
る 相談窓口等の設置

①現任（中級・指導者）研修 ➁支援者支援

国

➢ひきこもり支援従事者のスキル向上、支援者自身のケアの確保

出典：令和５年度厚生労働省予算案の主要事項　（III 主要施策集「安心できる暮らしと包摂社会の実現 」抜粋）

（３）ひきこもり支援に関する国の施策等の動向について（情報提供）
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出典：厚生労働省ホームページ（ひきこもり支援推進事業より抜粋）ひきこもり支援施策の全体像

より身近な市町村域における相談窓口の設置と支援内容の充実を図り、これを都道府県がバックアップする体制を構築

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ
に 対 応 す る 包 括 的 な 支 援 体 制 を 構 築
属性を問わない相談支援、参加支援
地域づくりに向けた支援 等

アウトリーチや関係機関への同行訪問
関係機関へのつなぎ 等

自立相談支援事業

就労準備支援プログラムの作成
ひきこもりの方がいる世帯への訪問支援等

就労準備支援事業

ひきこもり地域支援
センターの
サテライトの設置

都道府県から市町村への
財政支援と
支援ノウハウの継承
  ＊原則2年後に
   市町村事業に移行

ひきこもり支援シンポジウムの開催
ひきこもり支援情報をまとめたポータルサイト運用 等

①ひきこもりに関する地域社会に向けた広報事業

ひきこもり地域支援センター職員を対象とした研修の実施

②人材養成研修事業

市町村域

生活困窮者自立支援制度
（福祉事務所設置自治体）

重点的支援体制整備事業

①相談支援、②居場所づくり、③地域のネットワークづくり、④当事者会・家族会の開催、⑤住民への普及啓発等
を総合的に実施

Ⅰ ひきこもり地域支援センター

ひきこもり支援の核となる①相談支援、②居場所づくり、③地域のネットワークづくり等を一体的に実施

Ⅱ ひきこもり支援ステーション

Ⅲ ひきこもりサポート事業
ひきこもり支援の導入として、任意の事業を選択して実施

ひきこもり支援に特化した事業

支援イメージ  ～｢多様な支援の選択肢｣×｢多様な主体による官民連携ネットワーク｣～

相談支援、居場所づくり、地域のネットワーク
づくり、家族会・当時社会の開催、住民への普
及啓発に加えて、市町村等への後方支援と支援
者研修等を総合的に実施する

都道府県（指定都市）域

国

厚生労働省

取組の幅

連携機関の幅
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①社会全体の
気運醸成①支援の質

の向上

精神保健福祉
センター・保健所

家族会
当事者会

NPO
法人

市町村

社協 サポ
ステ

市町村プラットフォーム

その他
関係機関

・民生委員
・農林水産業
・医療機関

・企業・商工会
・ハローワーク
・教育機関 など

市町村等へ
の後方支援

関係機関の
職員養成研修

多職種専門
チームの設置 等

①相談支援 ②居場所づくり
③地域の

ネットワークづくり ④当事者会
 家族会の開催

⑤住民への ・・・
普及啓発

多様な取組や
関係機関の連携を活かすして
一人ひとりの状況に応じた
オーダーメードの支援

ひきこもり地域支援センター
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出典：厚生労働省ホームページ（ひきこもり支援推進事業より抜粋）ひきこもり地域支援センター

ひきこもり地域支援センター等設置運営事業(平成21年度～）

ひきこもり地域支援センター

民間団体
家族会
NPO法人

民間カウンセラー

教育関係
学校 教育委員会

                      福祉、行政関係
福祉事務所 市区町村窓口 地域包括支援センター
児童相談所 福祉施設 精神保健福祉センター
発達障害者支援センター 自立相談支援機関
子ども・若者総合相談センター 等

就労関係
地域若者サポートステーション
ハローワーク
障害者雇用促進関連施設

保健医療関係
医療機関
保健所
保健センター

平成21年度から整備を開始
平成30年度に全ての都道府
県・指定都市へ設置が完了
令和4年度から市町村での
設置を拡大

関係機関との連携・後方支援

【実施主体】都道府県、指定都市・市町村（NPO等への事業委託可能）

必
須
事
業

ひきこもり状態に
ある本人や家族

支 援

相 談

国

補助
〈補助率：１/２〉

全国

普及、啓発

厚生労働省

ひきもり支援コーディネーター(＊2名以上配置）が、ひきこもりの状態
にある本人、家族からの電話、来所等による相談や必要に応じて訪問支援
を行い、早期に適切な機関につなぐ。＊社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士等

○相談支援事業（窓口周知）

○居場所づくり事業
○連絡協議会・ネットワークづくり事業

○当事者会・家族会開催事業
○住民向け講演会・研修会開催事業

○サポーター派遣・養成事業
○民間団体との連携事業
○実態把握調査事業
○多職種専門チームの設置
○関係機関の職員養成研修事業(都道府県・指定都市は必須)

○管内市区町村への後方支援事業(都道府県は必須)
○ひきこもり地域支援センターのサテライト設置事業(都道府県のみ)

任
意
事
業
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